
 東京都地方独立行政法人評価委員会 第１回公立大学分科会 会議次第 

平成 17 年 12 月 15 日（木）午前 10 時～11 時 30 分 

都庁第一本庁舎 42 階北側 特別会議室Ｃ 

 

 
  １ 開会挨拶 
 
  ２ 報告事項 
    ・産業技術大学院大学の設置認可について 
   
３ 審議事項 

    ・公立大学法人首都大学東京の各事業年度の業務実績評価（年度評価）の考え方 
 
  ４ その他 
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資料　１
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平成17年12月1日現在 平成17年12月1日現在

影　山　　竹　夫 東京都総務局首都大学支援部長

江　川　　秀　章 東京都総務局首都大学支援部大学調整課長

宮　原　　照　文 東京都総務局首都大学支援部
　　　　　　　　副参事（連携施策担当）
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～東京の産業を活性化する意欲と能力をもつ人材を輩出～

理念 専門知識と体系化された技術ノウハウを活用して、新たな価値を創造し、産業の活性化に資する意欲と
能力を持つ高度専門技術者の育成

○ 企業の業務を的確にITに翻訳し、システム開発全体をリードできる「情報アーキテクト」
○ 技術の「価値」を評価し、商品開発に結びつけるノウハウをもつ「産業を創出する技術者」

＜特色＞
具体的ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを題材に問題解決手法を「体得」する実践型教育[PBL (Project Based Leaning)]
専門知識と技術を実践の場で活用・発揮するための業務遂行能力（コンピテンシー)を養成
集中講義により学習効果を高めるクォータ制の導入
第一線で活躍する実務家を教員に登用
産業界のニーズを迅速・柔軟に教育内容に反映

平成20年度開設

産 業 技 術 大 学 院 大 学 に つ い て

東京の産業力アップ
アジアとの競争力強化
下請け企業から「専門企業」へ

IT産業の直面する課題

高度なＩＴ人材の育成が必要

衰退の危機にある製造業

独自技術・商品開発力が必要

目 標

現 状

社会人として
のＩＴ技術者

情報系学部等
新卒者

起業を目指す
技術者

入学志願者 卒業生

企業の活力を
強化する技術者

業務改革を実践する
高度技術者

ベンチャービジネス
に挑む起業者

企業で活躍する専門的職業人の育成

○ 大学院の教育研究成果を広く社会に還元
○ 学位等にとらわれず技術者が参加
○ 企業ニーズにタイムリーに応える講座設定
○ 中小企業の競争力向上等に役立つ実践研究の場

IT人材は42万人不足.特に高
度なIT技術者の不足は深刻
膨大な社会的損失が発生
下請中小IT企業は厳しい価格
競争を強いられる

高度・複雑化する技術に対応
できる人材の不足
アジアとの国際競争による地
盤沈下
技術者の高齢化、退職による
専門的技能・技術の空洞化

12月 設置認可
四 定 授業料上限額認可
12月～ 学生募集
2月 入学試験

18年4月 開学
6月 ｵｰﾌﾟﾝｲﾝｽﾃｨﾃｭｰﾄ開講

平成18年度開設
入学定員50名 収容定員100名

修了年限 原則２年

創造技術（仮称）専攻

★ 組込みソフト関係
★ デザイン関係
★ ＩＴ関係
★ 創造技術関係 など

講 座 内 容

情報アーキテクチャ専攻

オープンインスティテュート
スケジュール

資料 ２



東京都地方独立行政法人評価委員会の公立大学分科会における評価等について　 資料　３

  ○　地方独立行政法人法（以下「地方独法」という。）に基づき、知事の附属機関として「東京都地方独立行政法人評価委員会」（以下「評価委員会」という。）を設置。
  ○   評価委員会の下に「公立大学分科会」及び「試験研究分科会」を設置。
  ○　公立大学分科会（以下、分科会という）は、地方独法、条例及び規則に基づき公立大学法人首都大学東京に係る目標・計画等への具申及び評価を行う。

評価委員会等の位置づけ

　○　中期目標・中期計画関係

・知事による中期目標の作成・変更の際の意見

・法人による中期計画の作成・変更に対して知事
　が認可する際の意見

　○　評価関係

・各事業年度における業務実績についての評価
　
・中期目標期間における業務実績についての評価

・業務実績の評価結果を踏まえた法人に対する業
　務運営の改善勧告

　○　その他

・役員の報酬等の支給基準に関する知事に対する
　意見の申し出

・知事による財務諸表の承認の際の意見

評価委員会の主な業務
　

　　　　　＜地方独法に定められた評価に関する事項＞
　
　１　各事業年度に係る業務の実績に関する評価（地方独法28条）

　　・各事業年度における業務についての評価
　　　　 ⇒　法人が策定した年度計画に定めた事項ごとの実績
　　　　　　（都規則６条）
　
　　 ・各事業年度における業務実績の評価結果の法人及び設立
　　　団体の長に対する通知
 
     ・各事業年度における業務実績の評価結果を踏まえた法人
　　　に対する業務運営の改善勧告
 
     ・各事業年度における業務実績の評価結果の通知・勧告の公表

　２　中期目標に係る業務の実績に関する評価（地方独法３０条）
　　 ・中期目標期間における業務の実績についての評価
　　　　⇒　都が策定し法人に示した中期目標に定めた事項ごと
                の実績（都規則８条）

　　 ・中期目標期間における業務実績の評価結果の法人及び設立
　　　団体の長に対する通知
　
     ・中期目標期間における業務実績の評価結果を踏まえた法人
　　　に対する業務運営の改善勧告
 
     ・中期目標期間における業務実績の評価結果の通知・勧告の
　　　公表

分科会における評価に係る具体的な業務

 ○ 公立大学法人首都大学東京の年度評
　価にあたっての評価基準の策定

　・公立大学法人首都大学東京の自主性・自律
　　性に配慮しつつも、適正な法人運営・教育
　　研究の実施の観点から各年度の業務実績の
　　評価を行うため、その評価基準を策定する。

　
（各事業年度に係る業務の実績に関する評価）
　地方独法第28条
　　評価は、当該事業年度における中期計画の実
　施状況の調査をし、及び分析をし、並びにこれ
　らの調査及び分析の結果を考慮して当該事業年
　度における業務の実績全体について総合的な評
　定をして、行わなければならない。

（認証評価機関の評価の活用）
　地方独法第79条
　　評価委員会が公立大学法人について第三十条
　第一項の評価に当たっては、学校教育法第六十
　九条の三第二項に規定する認証評価機関の教育
　及び研究の状況についての評価を踏まえること
　とする。

分科会における当面の検討事項



資料　４

　

◆評価委員会が行う中期目標期間(６年間)の評価フロー

平成21年度 平成22年度 平成23年度平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度

認証評価機関

年度計画

中期目標
中期計画

評
価
委
員
会

東 京 都 知 事

公立大学法人首都大学東京

東 京 都 議 会

中期目標期間終了時の
業務実績報告書

提　出各年度の
業務実績報告書

各年度の
評価結果

各年度の
評価結果

報　告

評価実施

17年度の
業務実績報告書

17年度
年度計画

18年度
年度計画

19年度
年度計画

22年度
年度計画

21年度
年度計画

20年度
年度計画

18年度の
業務実績報告書

19年度の
業務実績報告書

20年度の
業務実績報告書

21年度の
業務実績報告書

22年度の
業務実績報告書

中期目標

評価の実施 評価の実施 評価の実施 評価の実施 評価の実施

評価の実施

評価の実施

各事業年度の評価に際しては、中期計画の実施状況の調査・分析を行い、
その結果を考慮して、業務の実績の全体についての総合的な評定を行う。

報　告
評価結果
の公表

　 国のような、各府省の評価委員会と政策評価･
    独立行政法人評価委員会(総務省所管)による
    ダブルチェック機能(一次評価･二次評価)はな
    く、第三者評価機関による法人の評価は、
    評価委員会の評価結果が全てとなる。

評価委員会の評価に関する位置づけ・役割

【中期目標期間終了時の評価】
｢教育・研究｣に関しては、
認証評価機関による評価結果
を踏まえて評価する。

地方独立行政法人法第79条
　評価委員会が公立大学法人について第30
条第１項（中期目標の期間における事業の
実績）の評価を行うに当たっては、学校教
育法第69条の３第２項に規定する認証評価
機関の教育及び研究の状況についての評価
を踏まえることとする。

評 価 委 員 会

各年年度の
業務実績報告書

★法人は、評価結果を踏まて、
　より一層の業務の質の向上
　及び効率化を図っていくこと
　が求められる。

評価の実施

通　知

★業務実績の評価結果を
　踏まえた、法人に対する
　業務運営の改善勧告を
　行うことも可能

中期計画

公立大学法人首都大学東京中期計画(抄)
　平成２２年度までに、第三者機関による評価を実施する。



国立大学法人の年度評価の概要 資料　 ５

　○教育研究の特性や大学運営の自主性・自律性に配慮する
　○継続的質的向上に資する
　○法人の状況を分かりやすく示し、社会への説明責任を果たす
　○中期目標・中期計画の達成状況に基づいて評価する

　○中期目標達成に向けた事業の進行状況を確認する観点から行う
　○財務、組織・人事管理等の業務運営に関する取組み状況を分かりやすく示す
　○機動的・戦略的な大学運営に向けた取組みを積極的に評価する
　○教育研究については、その特性に配慮し、専門的観点からの評価は行わない

評価の前提 評価の基本方針

評価の考え方

項目別評価

教育研究
の状況

業務運営
財務内容
等の状況

○実績報告書において、年度計画の記載項目ごと
に事業の外形的・客観的な進行状況を記述式によ
り記載

○実績報告書において、年度計画の記載項目ごと
に進捗状況をⅠ～Ⅳの４段階で示し、その判断理
由を記載
　　Ⅳ　年度計画を上回っている
　　Ⅲ　年度計画を順調に実施している
　　Ⅱ　年度計画を十分に実施できていない
　　Ⅰ　年度計画を実施していない
○特記事項に特色ある取組み等を自由に記載

○事業の進行状況の確認
○特筆すべき点や遅れている点についてコメント

○検証結果を踏まえるとともに特記事項等を勘案
し、年度計画の大項目ごとに、進行状況を次の５
段階により評価。
　　・特筆すべき進行状況（特に認める場合）
　　・計画とおり（すべてⅣまたはⅢ）
　　・おおむね計画とおり（ⅣまたはⅢが９割以上）
　　・やや遅れている（ⅣまたはⅢが９割未満）
　　・重大な改善事項あり（特に認める場合）
○特筆すべき点や遅れている点についてコメント

○年度計画の記載項目の自己
評価や計画設定の妥当性を総
合的に検証。法人の自己評価と
評価委員会の判断が異なる場
合は、評価委員会がその理由
等を示す。

評価方法

法人で実施 評価委員会で実施

　○法人の中期計画の進行状況全体について記述式により評価
　○法人化を契機とする改革の取組み（学長のリーダーシップ、機動的・戦略的な大学運営、国民に対する説明責任、社会に開かれた大学運営など）を積極的に評価

全体評価

～国立大学法人及び大学共同利用機関法人の各年度終了時の評価に係る実施要領より～



資料　６公立大学法人首都大学東京の各事業年度の業務実績評価（年度評価）の考え方（たたき台）

　
　　　○中期計画の達成に向けた法人の事業の進行状況を確認する
　　　○評価を通じて法人の状況を分かりやすく社会に示す
　　　○都民への説明責任を果たす
　　　○法人の業務運営の向上・改善に資する

評 価 の 基 本 方 針

評 価 方 法

公 立 大 学 法 人 首 都 大 学 東 京

　年度計画に記載されているすべての項目について、業
務実績を検証し、業務実績報告書を作成する。
　特筆すべき事項があれば特記事項として、記載する。

　項目別評価を実施するにあたって、法人から提出された業務実績
報告書の検証を行う。検証にあたっては、法人とのヒアリングを実
施する。

公立大学分科会による検証

　
業務実績報告書の検証を踏まえ、事業の進捗状況・成果を年度計
画の大項目ごとに１～４の4段階で評価する。
　　１…年度計画を順調に実施している
　　２…年度計画をおおむね順調に実施している
　　３…年度計画を十分に実施できていない
　　４…業務の大幅な見直し、改善が必要である
　　　　（分科会が特に認める場合）
※教育研究に関する項目については、事業の進行状況の確認を行
い、特筆すべき点、遅れている点があればコメントを付す。専門
的観点からの評価は行わない。

項 目 別 評 価

　項目別評価結果を踏まえつつ、法人の中期計画の進行状況全体に
ついて記述式により評価する。
　特に大学改革を推進するための取組みについては積極的に評価す
る。

全 体 評 価

東京都地方独立行政法人評価委員会
公 立 大 学 分 科 会

業 務 実 績 報 告 書 の 作 成

　事業年度の業務実績について、自己点検・評価を実施
する。

自 己 点 検 ・ 評 価 の 実 施

業務実績報告書
提　　出

評価の参考資料
として提出

　
 検討事項
　　①評価の基本方針について
　　②業務実績報告書について（様式等）
　　③法人自己点検・評価の取扱い
　　④評価方法について
　　「項目別評価」
　　　…検証方法
　　　　評価方法（段階評価・判断基準）
　　　　項目の捉え方
　　「全体評価」
　　　…記述式評価
　　　　積極的に評価する取り組み内容

公立大学分科会による評価

公立大学分科会による評価



資料 ７ 

公立大学法人首都大学東京の各事業年度の業務実績評価（年度評価）方針及び方法（たたき台） 
 

平成  年  月  日 
東京都地方独立行政法人評価委員会公立大学分科会 

 
 公立大学法人首都大学東京の各事業年度の業務実績評価（年度評価）は以下に示す評価の基本方針及び

評価の方法により実施する。 
 
１ 評価の基本方針 
（１）中期計画の達成に向けた法人の事業の進行状況を確認する。 
（２）評価を通じて法人の状況をわかりやすく社会に示す。 
（３）都民への説明責任を果たす。 
（４）法人の業務運営の改善・向上に資する。 
 
２ 評価の方法 
 年度評価は、法人が提出する業務実績報告書に基づき、「項目別評価」、「全体評価」により実施する。 
業務実績報告書の様式は公立大学分科会が別に指定する。 
 なお、法人は自らが実施する自己点検・評価結果を踏まえて、業務実績報告書を作成する。  
 
（１）項目別評価 
  ①業務実績の検証 
    項目別評価を実施するにあたって、法人から提出される業務実績報告書の検証を行う。 
   検証は、法人とのヒアリングにより実施する。 
  ②業務実績の評価 
    業務実績報告書の検証を踏まえ、事業の進捗状況・成果を年度計画の大項目ごとに１～４の４段

階で評価する。 
    １…年度計画を順調に実施している。 
    ２…年度計画をおおむね順調に実施している。 
    ３…年度計画を十分に実施できていない。 
    ４…業務の大幅な見直し・改善が必要である。（公立大学分科会が特に認める場合）  
    なお、教育研究に関する事項については、事業の進行状況の確認を行い、特筆すべき点、遅れて

いる点があればコメントを付す。専門的観点からの評価は行わない。 
 
（２）全体評価 
   項目別評価結果を踏まえつつ、法人の中期計画の進行状況全体について記述式により評価する。 
   特に大学改革を推進するための取組みについては積極的に評価する。 

３ 評価スケジュール 
 

事項 時期  
年度終了 ３月末 ○年度事業の終了（法人） 
評価準備 ４月～６月 ○業務実績報告書、財務諸表等作成（法人） 

実績報告 ６月末 
○業務実績報告書、財務諸表等提出（法人） 
（年度終了後、3ヶ月以内に提出） 

評 価 ７月～８月

○業務実績検証（法人とのヒアリング） 
○財務諸表検証 
○評価結果（案）作成 
○法人からの意見申し出機会の付与 
○評価結果の決定 
○評価結果の法人への通知 

報告・公表 ９月 
○財務諸表意見表明、財務諸表承認 
○議会報告（評価結果報告） 

 
４ その他 
   本評価方針及び評価方法については、各事業年度の業務実績評価の実施結果を踏まえ、必要に応じ、

本分科会の協議を経て見直すことができる。 
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１２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

評価委員会

東京都

公立大学法人
首都大学東京

東京都議会

※１　　第２回において、中期計画の変更の認可（産業技術大学院大学関連）について審議予定

※２　　業務実績報告書作成にあたっては、法人において自己点検・評価を実施予定

１７年度 １８年度

業務実績報告書作成（※２）

財務諸表等作成

報告

意見聴取

業務実績評価

財務諸表検証

財務諸表
承認

評価結果報告
財務諸表意見

第三回定例会

評価結果
通知

評価結果
報告

第
１
回
公
立
大
学
分
科
会

第
２
回
公
立
大
学
分
科
会

評価基準策定期間

評価基準
公表

評価期間

 ○第１回
　・各事業年度評価基準策定に向けた審議
 
 ○第２回（※１）
　・各事業年度評価基準（案）の審議

 事業年度の終了後
３月以内

【地方独法第34条】

 ・分科会３回程度開催
 ・法人へのヒアリング実施


